
別記様式第２号別添 

浜の活力再生プラン 

（第２期） 

１ 地域水産業再生委員会（ID:1112003） 

組   織   名 佐渡漁協南佐渡地域水産業再生委員会 

代 表 者 氏 名 会長 寺尾 和弥 

再生委員会の構成員 佐渡漁業協同組合赤泊支所（松ヶ崎地区含む） 

佐渡漁業協同組合小木支所（羽茂地区・素浜地区含む） 

佐渡漁業協同組合真野支所（大倉田地区・西三川地区含む） 

佐渡市農林水産課 

オブザーバー 新潟県佐渡地域振興局農林水産振興部水産庁舎 

佐渡水産技術センター 

新潟県漁業協同組合連合会 

対象となる地域範囲

及び漁業の種類 

赤泊支所管轄地区（松ヶ崎地区含む） 

漁業種類①かご漁業（エビ・ズワイ・紅ズワイ） ７名 

②刺し網漁業            ３２名 

③大型定置網漁業           １名 

④採貝藻漁業            ３８名 

⑤小型イカ釣漁業           ２名 

⑥一本釣り漁業           ２９名 

⑦延縄漁業（マグロ・タイ）      ７名 

⑧養殖漁業（ワカメ・アカモク・昆布）１９名

⑨汽船船底曳く網漁業（サヨリ二艘曳） ２名

⑩その他漁業             ９名 

小計１４６名 

小木地区管轄地区（羽茂地区・素浜地区含む） 

漁業種類①大型定置網漁業          １５名 

②採介藻漁業           １２５名 

③刺し網漁業            ６８名 

④一本釣り漁業           ３９名 

⑤小型定置網漁業          １３名 

小計２６０名 

真野地区管轄地区（大倉田地区・西三川地区含む） 

漁業種類①刺し網漁業            １０名 

②採介藻漁業            ２１名 

③一本釣り漁業           ２０名 

④小型定置網漁業           ２名 

⑤大型定置網漁業           １名 

⑥その他（雑）漁業          ２名 

小計 ５６名 

合計４６２名 



２地域の現状 

（１）関連する水産業を取り巻く現状等

本委員会の赤泊地区は、佐渡島南部の佐渡海峡に面しているため、冬期間の北西

の季節風には強い反面、南よりの風に弱い面を持っている。 

 沿岸域での岩礁域は比較的狭いため禁漁期・漁獲サイズ等で規制する他、藻場構

成なども行い資源管理を行いながら採介藻漁業では、サザエ・岩カキ等の貝類や、

エゴ・アカモク・モズク等の海藻、ナマコ等が漁獲されている。

他に一本釣り・刺し網・定置網でタイ類・ヒラメ・カレイ類・アジ・サバ・ブリ

類など多種に渡り漁獲されている。 

 又、養殖漁業はワカメを中心に行われており、最近ではアカモクや昆布養殖も行

われている。 

 沖合い海域では、佐渡海峡内を中心に、かご漁業・刺し網漁業・小型イカ釣漁業

を活発に行っており、ナンバンエビ・ベニズワイガニ・バイ貝・マダラ・カレイ類・

ウスメバル・ノドクロなどが漁獲されている。

小木地区は、佐渡島最南端の位置に有り、天然魚礁の豊かな漁場を有し大型定置

網漁業を始め、刺し網・一本釣り・小型定置・採介藻・ワカメ養殖など水産業が盛

んな地域であると共に農業・観光業も盛んな地域である。 

真野地区は、佐渡島西側の真野湾に面しており、海底が砂地の為、ヒラメ・ナマ

コ・カレイ類が豊富な地域である。

大倉田地区・西三川地区においては、大型定置網を始め天然魚礁の豊かなところ

で、サザエ・アワビが豊富なところである。 

（２）その他関連する現状

 赤泊地区では、漁協施設（冷凍冷蔵庫等）の多くが昭和５９年頃に建てられ、老

朽化に伴う修理費が支所運営に大きく影響している。 

又、地下タンク４０年問題も有り経費が大きく掛かることが予想出来る。 

 小木地区においても赤泊地区と同じ問題を抱えており、漁協施設の老朽化に伴う

修理費が支所運営に大きく影響している。 

又、この地区の観光も低迷しており、地域全体での活性化が必要と考える。 

真野地区においても同じく施設や機器類の老朽化に伴い修理費が高額となり支

所運営に大きく影響している。 

 私たちが暮らす佐渡島の人口は平成２９年度末では 55,474 人であり、平成２５

年度末 60,196人に比べ 8.5％減少している。 

 又佐渡魚市場における平成２９年度水揚金額は 23.9 億円、生産量は 4.5 トンと

なっており、平成２５年度の水揚金額 18.8億円、生産量 5.25トンと比較して、水

揚金額が 27％、生産量が 16％減少している。 

３活性化の取組方針 

（１）前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等



（２）今期の浜の活力再生プランの基本方針

１．漁業収入の向上対策 

①魚価の向上対策

②販路拡大対策

③漁業種類転換対策

④後継者育成・新規漁業者育成対策

⑤漁港施設の機能保全・管理徹底対策

２．漁業コスト削減対策 

①輸送コスト削減対策

②燃油高騰に対する経費削減対策

③地下タンク等設備関係対策

④省エネ機器導入対策

⑤他産業との連携した取り組み対策

（３）漁獲努力量の削減・維持及び効果に関する担保措置

・新潟県漁業調整規則及び漁業権行使規則や赤泊支所・小木支所・真野支所行使基

準に基づき、水産動植物の制限や操業禁止期間等を設けていると共に操業区域と禁

止区域を設定している。

・新潟県資源回復計画に基づき、ナマコ 150ｇ以上・ウスメバル刺網目合 2.3寸以

上など遵守事項の徹底に努める。

・資源管理計画に基づき（漁獲共済管理に基づき）休業期間等を定める。



（４）具体的な取組内容（毎年ごとに数値目標とともに記載）

１年目（平成３１年度） 

漁業収入向上の

ための取組 

※以下の取組により漁業収入 0.5％向上を目標とする。

なお、下記取組内容は、進捗状況及び得られた成果等を踏ま

え必要に応じて見直すこととする。 

①魚価の向上対策

・ナガモや昆布の養殖技術を関係機関と連携を取りながら技術

向上を図り、赤泊地区では増産出来るよう進めると共に小木地

区・真野地区においては技術提供し養殖に取り組む。

・鮮度保持の為、赤泊地区を始め小木地区・真野地区と神経し

め・血抜き方法を確立させ品質向上を図り魚価向上に努める。

・小木地区で取り組んでいる低利用魚（カマス・トビウオ・シ

イラ）の一次加工や二次加工品作りの魚種（小アジ）を広げ各

地区で取り組む。（全地区）

・漁獲物の函に地産シールやタグなど取り付け商品知名度の向

上を図り、価格向上につなげる。（全地区）

②販路拡大対策

・漁協と漁業者は佐渡魚市場や新潟市場に限らず他の市場への

出荷やインターネット販売など視野を広げて協議・検討し取

り組む。

③漁業種類転換対策

・漁業者と漁協は資源の有効利用を諮るため、漁業種類の転換

を促し安定した収入が入る漁業を目指す。

④後継者育成・新規漁業者育成対策

・後継者育成や新規漁業者育成などの漁業経営の支援を始め、

教育・研修会等の積極的行う。

⑤漁港施設の機能保全・管理徹底対策

・漁協は、漁港施設の機能が引き続き発揮されるよう適切な維

持管理を推進する。

漁業コスト削減

のための取組 

※以下の取組により 1.5％漁業コスト削減を目標とする。

①輸送コスト対策

・支所統合（赤泊・小木・真野）により集荷・出荷体制の見直

しを協議・検討する。

赤泊支所から・小木支所・真野支所と集荷しながら両津市場

や佐渡汽船に荷物を配送すると共にトラックの効率化と人員の

効率化を図り、コスト削減に努める。 

②燃油高騰に対する経費削減対策

・燃費向上の為、省エネ航行・船底洗浄実施・重量物排除など

に努める。

③地下タンク等設備関係対策

・支所統合により、各支所で保有している地下タンクを一本化

すると共に陸上タンク設置を協議・検討し経費節減に努める。

（小木支所・真野支所では大型漁船がいなくなり地下タンクを



 

 

 

 

 

 

 

 

設置するメリットがなくなっており、陸上タンクで対応が出来

る。） 

④省エネ機器導入対策 

・省エネ機器導入・自然エネルギー機器導入など省エネ対策を

講じながら経費削減に努める。 

⑤他産業との連携対策 

・農業協同組合・森林組合など他産業との連携を取りながら、

機材や用具など共用できるものは共用するなど、お互い助け合

いながら経費節減に努める。 

 

活用する支援設

置等 

 

 

 

 

 

                      向上  削減 

・水産物供給基盤機能保全事業・・・・・・・・⑤    ③ 

・離島漁業再生支援交付金・・・・・・・・・・①②   ① 

・漁業人材育成総合支援事業・・・・・・・・・④ 

・漁業経営セーフティーネット構築事業・・・・     ② 

・省燃油活動推進事業・・・・・・・・・・・・    ②④ 

・省エネ機器設備等導入推進事業・・・・・・・③    ④ 

・都市農村共生対流合策交付金・・・・・・・・     ⑤ 

・水産物供給基盤保全事業・・・・・・・・・・⑤    ③ 

・新潟県農林水産業総合振興事業・・・・・・・① 

 

２年目（平成３２年度） 

漁業収入向上の

ための取組 

※以下の取組により漁業収入 2.0％向上を目標とする。 

 なお、下記取組内容は、進捗状況及び得られた成果等を踏ま

え必要に応じて見直すこととする。 

①魚価の向上対策 

・ナガモ・昆布の養殖技術を関係者と連携を取りながら技術向

上図り赤泊地区では増産体制を整えると共に小木地区・真野地

区においても養殖技術向上に努める。 

・鮮度保持の為、赤泊地区を始め小木地区・真野地区と神経し

め・血抜き方法を確立し、品質向上を図ると共に魚価の向上に

努める。 

・小木地区で取り組んでいる低利用魚（カマス・トビウオ・シ

ーラ）を用いた一次加工及び二次加工品作りの魚種（小アジ）

を広げ各地区で取り組み、魚価の向上に努める。 

・漁獲物の函に地産シールやタグなど取り付け商品知名度の向

上を図り、価格向上につなげる。 

②販路拡大対策 

・漁協と漁業者は販売方法の視野を広げインターネット販売・

イベント販売・移動販売などに積極的に取り組む 

③漁業種類転換対策 

・漁協と漁業者は資源の有効利用し、収入の安定化を図るため、

漁業種類の転換を進める。 

④後継者育成対策 



・後継者育成や新規漁業者育成などの漁業経営の支援を始め、

教育・研修会を行う。 

⑤漁港施設の機能保全・管理徹底対策 

・漁協は、漁港施設の機能が引き続き発揮出されるよう適切な

維持管理を推進する。 

漁業コスト削減

のための取組 

※以下の取組により 1.5％漁業コスト削減を目標とする 

①輸送コスト対策 

・支所・出張所・連絡所（赤泊・小木・真野）と集出荷体制の

見直しを協議・検討すると共に具体的な取組を行う。 

 具体的には、（赤泊→羽茂→小木→真野）と集荷しながら両津

市場や佐渡汽船に荷物を持って行くことによりトラックの効率

化と人員の効率化を図り、コスト削減に努める。 

②燃油高騰に対する経費削減対策 

・燃費向上の為、省エネ航行・船底洗浄実施・重量物排除の徹

底化を図る。 

③地下タンク等設備関係対策 

・各支所で保有している地下タンクを一本化すると共に、陸上

タンクの設置を協議・検討し経費節減に努める。 

④省エネ機器導入 

・省エネ機器導入・自然エネルギー機器導入など経費節減に徹

底して行う。 

⑤他産業の連携対策 

・農業協同組合・森林組合など他産業との連携を取りながら利

用出来るものはお互い助け合いながら経費節減に努める。 

 

活用する支援措

置 

                      向上  削減 

・水産物供給基盤機能保全事業・・・・・・・・⑤    ③ 

・離島漁業再生支援交付金・・・・・・・・・・①②   ① 

・漁業人材育成総合支援事業・・・・・・・・・④ 

・漁業経営セーフティーネット構築事業・・・・     ② 

・省燃油活動推進事業・・・・・・・・・・・・    ②④ 

・省エネ機器設備等導入推進事業・・・・・・・③    ④ 

・都市農村共生対流合策交付金・・・・・・・・     ⑤ 

・水産物供給基盤保全事業・・・・・・・・・・⑤    ③ 

・新潟県農林水産業総合振興事業・・・・・・・① 

 

３年目（平成３３年度） 

漁業収入向上の

ための取組 

※以下の取組により漁業収入 3.5％向上を目標とする。 

 なお、下記取組内容は進捗状況及び得られた成果等を踏まえ

必要に応じて見直すこととする。 

①魚価の向上対策 

・ナガモ・昆布の養殖技術を関係者と連携を取りながら技術の

確立を図り赤泊地区では安定した増産出来るようにすると共に

小木地区・真野地区においても増産技術の確立を図る。 



・鮮度保持の為、赤泊地区を始め、小木地区・真野地区で神経

しめ・血抜き方法を安定させ品質向上化を図り魚価向上に努め

る。 

・小木地区で取り組んで入る低利用魚（カマス・トビウオ・シ

ーラ）を用いた一次加工や二次加工品作りの魚種（小アジ）を

広げ魚価の向上に努める。 

・漁獲物の函に地産シールやタグなど取り付け商品知名度の向

上を図り、価格向上につなげる。 

②販路拡大対策 

・インターネット販売・イベント販売・異動販売を安定して行

う仕組みを確立させて行う。 

③漁業種類転換対策 

・漁協は安定収入の為に漁業種類転換を推進する。 

④後継者育成や新規漁業者育成などの漁業経営の支援を始め、

教育・研修会等を積極的に行う。 

⑤漁港施設の機能保全・管理徹底対策 

・漁協は、漁港施設の機能が引き続き発揮されるよう適切な維

持管理を推進する。 

漁業コスト削減

のための取組 

※以下の取組により 1.5％漁業コスト削減を目標とする。 

①輸送コスト対策 

・支所・出張所・連絡所（赤泊・小木・真野）各支所の集出荷

体制の見直しを行い今年度より取り組むと共にコスト削減・効

率化に努めたい。 

②燃油高騰に対する経費節減対策 

・燃費向上の為、省エネ航行は元より船底洗浄実施・重量物排

除など取り組めるものはすべて取り入れて、コスト削減に努め

る。 

③地下タンク共同化 

・支所統合に向けた取組として地下タンク廃止・陸上タンク設

置など具体的に協議・検討する。 

④省エネ機器導入対策 

・省エネ機器・自然エネルギー機器導入など経費節減に徹底し

て努める。 

⑤他産業との連携対策 

・農業協同組合・森林組合など他産業との連携を取りながら利

用出来る取組を行い経費節減に努める。 

 

活用する支援措

置 

                      向上  削減 

・水産物供給基盤機能保全事業・・・・・・・・⑤    ③ 

・離島漁業再生支援交付金・・・・・・・・・・①②   ① 

・漁業人材育成総合支援事業・・・・・・・・・④ 

・漁業経営セーフティーネット構築事業・・・・     ② 

・省燃油活動推進事業・・・・・・・・・・・・    ②④ 

・省エネ機器設備等導入推進事業・・・・・・・③    ④ 



・都市農村共生対流合策交付金・・・・・・・・     ⑤ 

・水産物供給基盤保全事業・・・・・・・・・・⑤    ③ 

・新潟県農林水産業総合振興事業・・・・・・・① 

 

４年目（平成３４年度） 

漁業収入向上の

ための取組 

※以下の取組により漁業収入 5.0％向上を目標とする。 

 なお、下記取組内容は、進捗状況及び得られた成果等を踏ま

え必要に応じて見直すこととする。 

①魚価の向上対策 

・ナガモ・昆布の養殖増産体制を図ると共に、品質向上に努め

る。（全地区） 

・鮮度保持の神経しめ・血抜き方法を確立しブランド化を目指

し魚価向上に努める。（全地区） 

・漁獲物の函に地産シールやタグなど取り付け商品知名度を図

りブランド化を目指し漁業収入向上に取り組む。 

・地域水産加工業とタイアップし低利用魚を用いた加工品作り

を一次加工と二次加工を混ぜながら漁業収入向上に取り組む。 

・漁獲物の函に地産シールやタグなど取り付け商品知名度の向

上を図ると共に地域ブランド品として漁業収入向上を定着させ

る。 

②販路拡大対策 

・漁協と漁業者はインターネット販売・イベント販売・異動販

売の安定売上を目指す。 

③漁業種類転換対策 

・漁協は、漁業者に対し安定収入を得る為の漁業転換を推進す

る。 

④後継者育成対策 

・後継者育成や新規漁業者育成などの漁業経営に支援を始め、 

教育・研修会を継続して行う。 

⑤漁港施設の機能保全・管理徹底対策 

・漁協は、漁港施設の機能が引き続き発揮されるよう適切な維

持管理を推進する。 

漁業コスト削減

のための取組 

※以下の取組により 1.5％漁業コスト削減を目標とする。 

①輸送コスト削減 

・今年度より本格的な運用を行い、問題点・課題点を図りなが

ら輸送コスト削減に努める。 

②燃油高騰に対する経費節減対策 

・燃費向上の為、省エネ航行は元より船底だけでなく漁船洗浄

の徹底や重量物排除を徹底して行い燃油高騰に備え経費節減に

備える。 

③地下タンク等設備関係対策 

・今年度より運用を行い、問題点・課題点を図りながらコスト

削減に努める。 

④省エネ機器導入対策 



・省エネ機器・自然エネルギー機器導入などうまくとり入れ経

費削減に努める。 

⑤他産業との連携対策 

・農業協同組合・森林組合など他産業との連携を取りながら利

用出来るものはお互い助け合い経費節減に努める。 

活用する支援措

置 

                      向上  削減 

・水産物供給基盤機能保全事業・・・・・・・・⑤    ③ 

・離島漁業再生支援交付金・・・・・・・・・・①②   ① 

・漁業人材育成総合支援事業・・・・・・・・・④ 

・漁業経営セーフティーネット構築事業・・・・     ② 

・省燃油活動推進事業・・・・・・・・・・・・    ②④ 

・省エネ機器設備等導入推進事業・・・・・・・③    ④ 

・都市農村共生対流合策交付金・・・・・・・・     ⑤ 

・水産物供給基盤保全事業・・・・・・・・・・⑤    ③ 

・新潟県農林水産業総合振興事業・・・・・・・① 

 

５年目（平成３５年度） 

漁業収入向上の

ための取組 

※以下の取組により漁業収入 6.7％向上を目標とする。 

 なお、下記取組内容は、進捗状況及び得られた成果等を踏ま

え必要に応じて見直すこととする。 

①魚価の向上対策 

・ナガモ・昆布養殖技術を組合員に定着させ安定した漁業収入

を図る。 

・鮮度保持の為、神経しめ・血抜きした魚の定着を図り、ブラ

ンド化し、漁業収入向上に努める。 

・漁獲物の函に地産シールやタグなど取り付け商品知名度の向

上を図ると共にブランド化に向けた取組を行う。 

・地域水産加工業者とタイアップし低利用魚用いた加工品作り

一次産業と二次産業を確立さえ漁業収入向上に取り組む。 

②販路拡大対策 

・インターネット販売・イベント販売・異動販売の確立を目指

す。 

③漁業種類転換対策 

・漁協は漁業者に対し安定収入が出来る漁業種類転換の推進を

行う。 

④後継者育成対策 

・後継者育成や新規漁業者などの漁業経営の支援を始め、教育・

研修会等に支援を継続的に行う。 

⑤漁港施設の機能保全・管理徹底対策 

・漁協は、漁港施設の機能が引き続き発揮されるよう適切な維

持管理を推進する。 

 

漁業コスト削減

のための取組 

 

※以下の取組により 1.5％漁業コスト削減を目標とする。 

①輸送コスト対策 



・今年度より本格的に運用を始める。

②燃油高騰に対する経費削減対策

・今年度より本格的に運用を始める。

③地下タンク等設備関係対策

・小木支所・真野支所は陸タンクの運用を始めると共に赤泊地

区の地下タンク整備を充実化したい。

④省エネ機器導入対策

・今年度より運用出来るものは運用する。

⑤他産業との連携対策

・農業協同組合・森林組合など他産業との連携を取りながら利

用出来るお互い助け合いながら経費削減に努める。

活用する支援処

置 

向上  削減 

・水産物供給基盤機能保全事業・・・・・・・・⑤ ③ 

・離島漁業再生支援交付金・・・・・・・・・・①② ① 

・漁業人材育成総合支援事業・・・・・・・・・④

・漁業経営セーフティーネット構築事業・・・・ ② 

・省燃油活動推進事業・・・・・・・・・・・・ ②④

・省エネ機器設備等導入推進事業・・・・・・・③ ④

・都市農村共生対流合策交付金・・・・・・・・ ⑤

・水産物供給基盤保全事業・・・・・・・・・・⑤ ③

・新潟県農林水産業総合振興事業・・・・・・・①

（５）関係機関との連携

・佐渡水産技術センターで養殖業指導や技術指導を受ける。

・佐渡市や農林水産振興庁舎と連携をとりながら浜の活力再生プランの目標に向か

い取り組む。 

・新潟県漁業協同組合連合会と協議・検討しながら購買品等の取り組みを行う。

４ 目標 

（１）所得目標

漁業所得の向上 10％以上 基準年 平成２９年：漁業所得 　　　　　 円 

目標年 平成３５年：漁業所得 　　　　　 円 

（２）上記の算出方法及びその妥当性

 ３支所の漁協で把握している組合員の平成２５年度から平成２９年度の水揚げ

５年分の一番多い年と一番少ない年を引いて、３年平均を基準年、漁獲所得とし目

標年はこの基準所得により各取組の計算により算出した。 

（３）所得目標以外の成果目標

海藻養殖量の増大（1.5

倍） 

基準年 平成２９年 ：3,483kg、　　　　 円 

目標年 平成３５年 ：5,525kg、　　　　 円 

（４）上記の算出方法及びその妥当性

 現在、赤泊地区でのみ行われているながも、こんぶ養殖を、小木、真野、羽茂地

区が赤泊地区より養殖技術を学び、海藻養殖を行い、南佐渡地区における海藻養殖

生産を 1.5倍に増加させる。 



５ 関連施策 

活用を予定している関連施策名としての内容及びプランとの関係性 

事  業  名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

省燃油活動推進事業 省燃油活動に積極的に取組むことで漁業支出の低減

を図る。 

漁業経営セーフティネッ

ト構築事業

燃油急騰による漁業経営の増加に備えることにより

漁業所得を確保する。 

離島漁業再生支援交付金 種苗放流や漁場監視など多種多様な取り組みに対応

が出来漁業の将来を見据えることが出来る。 

省エネ機器等導入推進事

業 

省エネ機器導入することで、漁業支出の軽減を図る。 

漁業人材育成総合支援事

業 

新規就業者等を受け入れ後継者対策及び浜の活性化

を図る。 

水産物供給基盤保全事業 漁業者の安心、安全な漁業活動基盤を確保するため、

漁港施設等の更新を検討する。 

都市農村共生対流総合対

策交付金 

漁村の活性化を図る為の勉強会や講習会実施を実施 

する。 

新潟県農林水産業総合振

興事業 

効率的な漁業活動を行うために必要な機械・施設等の

整備。 
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